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環境会計 第三者意見 
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　環境保全活動の報告の一環として、平成18年度より環境会計をＣＳＲリポートで公表しています。 
　省エネ・省資源による「エコオフィスづくり」に努め、事業活動による環境負荷削減効果は逓減傾向にありますが、環境対応型金融商品
の提供による「環境金融」は着実に増加しており、環境会計にその成果が表れております。 
　今後も「お金の流れで地球環境を守る」との気概のもと、お客さまの環境保全活動を一層促進することにより、地域社会・地球環境との
「共存共栄」を多面的に追求してまいります。 

1．対象期間　平成19年4月1日～平成20年3月31日 

※新事務棟の稼動により電力使用量が増加しましたが、排出権を購入しＣＯ2排出量を1,81 0t削 減いたしました。 
※経済の血液である「金融」を通じて、地球温暖化防止をはじめとする、持続可能な社会づくりに貢献できる可能性はますます拡大しています。当行では、このような金融機関としての使命を真摯に受けとめ、
平成10年よりお客さまの環境保全活動を促進するために、金融面で支援する環境対応型金融商品・サービスの開発・提供等を積極的に展開しています。 
※平成19年度における環境対応型融資商品の取り組み内容は以下の通りです。 
　①環境対応型融資商品の残高は77,184百 万円と前期比8,526百 万円増加いたしました。 
　②お客さまの環境保全活動をサポートするための金利優遇額は435百 万円となりました。 
　③その結果、環境対応型融資商品による融資収益（融資収益＝貸出金利息－資金調達原価）は▲106百 万円となりました。 

※エコ関連投資信託の販売手数料増加は、グローバルウォーターファンド、地球温暖化防止関連株ファンドの新規取り扱いによるものです。 
※新事務棟の稼動による電力使用量の増加により電灯電力費が増加いたしました。 

（3）環境保全対策に伴う経済効果 

（2）環境保全効果 

※店舗新築時の地球環境保全投資として、太陽光発電システム、インバーター空調機、雨水利用等の設備投資を行いました。 

（1）環境保全コスト （単位：百万円） 

分類 
平成19年度 

備考 
投資額 費用額 

（2）上・下流コスト 
（3）管理活動コスト 
（4）研究開発コスト 
（5）社会活動コスト 

25 

7 

62 

2 

7 

224

（1）-3　資源循環コスト 

133 

1 

 

 

 

 

134合計 

一般・産業廃棄物の処理、処分コスト 

再生紙回収、リサイクル費用 

環境商品パンフレット、環境広告、環境イベント等 

環境保全に資する会費、研究コスト 

学校ビオトープ支援、ニゴロブナ放流、環境ボランティア費用 

（1）事業エリアコスト 

（1）-1　公害防止コスト 

（1）-2　地球環境保全コスト 

環境保全効果の分類 環境パフォーマンス指標（単位） 平成18年度 平成19年度 環境保全効果 
平成18年度対比 

事業活動に投入する 
資源に関する 
環境保全効果（インプット） 

事業活動から排出する 
環境負荷に関する 
環境保全効果（アウトプット） 

事業活動から産出する 
財・サービスに関する 
環境保全効果 

環境対応型金融商品による 
地域への環境保全活動 

102 

21 

0 

11,180 

189 

68,658 

319 

738,163 

2,102 

1,010 

4,199

環境対応車購入資金（実行件数） 

太陽光発電システム導入資金（実行件数） 

未来の種による排出権購入（ＣＯ2/ｔ） 

植樹活動（累計本数） 

公用車の環境対応車への切替（台数） 

環境対応型融資商品の残高（百万円） 

環境対応型融資商品による金利優遇額（百万円） 

エコプラス定期（累計件数） 

エコ＆耐震住宅ローン実行（累計件数） 

琵琶湖原則支援資金賛同書（累計件数） 

琵琶湖原則支援資金実行累計額（百万円） 

106 

▲ 7 

2,000 

1,600 

33 

8,526 

116 

303,894 

518 

1,174 

2,583

117

146 

4

134
土壌汚染防止のためのコスト 

投資額：自然エネルギー、省エネ設備による環境保全投資 
費用額：低公害車、破砕機リース代金及び減価償却費 

208 

14 

2,000 

12,780 

222 

77,184 

435 

1,042,057 

2,620 

2,184 

6,782

電力使用量（千kWh） 

都市ガス（m3） 

ＬＰガス（m3） 

上下水道（m3） 

ガソリン（注入量・k  ） 

重油（注入量・k  ） 

温室効果ガス（ＣＯ2）排出量（ＣＯ2/ｔ） 

 

21,229 

65,708 

4,602 

128,153 

280 

108

8,792

23,350 

63,552 

4,311 

122,560 

282 

88

6,982

2,121 

▲ 2,156 

▲ 291 

▲ 5,593 

2 

▲ 20

▲ 1,810

（単位：百万円） 

効果の内容 具体的な取り組み 平成18年度 平成19年度 

収益 

費用削減 
合計 

エコ関連ファンド販売手数料 

リサイクルによる売却収入 

省エネ、省資源によるエネルギー費用の節減 

1 

0 

13 

14

44 

0 

▲ 36 

8

2．対象範囲　滋賀銀行単体 3．集計方法　環境省発行の「環境会計ガイドライン」を参考 

　滋賀銀行にまた一つ、「環境の勲章」が付いた。2008年夏、環境省の「エコ・ファースト制度」の認定を、金融機

関として初めて受けた。「ローマは一日にしてならず」のことわざ通り、『環境金融のトップバンク』を祝福する新た

な勲章も、同行の早くからの地道な積み上げの結果である。 

　1990年代後半の金融危機の激動期に、環境配慮融資「エコ・クリーン資金」を立ち上げ、すでに11年目。国連

環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）にいち早く署名。土壌汚染対策法が施行されると、「汚染可能性の高

い土地」を新規担保としない方針を打ち出すなど、常に金融界の先頭を切ってきた。 

　その成果を満載したのが、このCSRリポートだ。エコ・クリーン資金から発展したPLB資金融資、地元密着のエコ預

金、SRIファンドなどの金融商品・サービスだけではない。ニゴロブナ保護やヨシ刈りボランティアなどの社会貢献活動、

サタデー起業塾やエコビジネスマッチングフェアなどの顧客支援活動などなど、エコとCSRが、てんこ盛りされている。 

　地球温暖化問題が「待ったなし」のテーマなだけに、わが国の金融界でも、環境は避けられないリスクであり、マー

ケットでもあるとの認識が広がってきた。ただ、そうした広がりの先をダントツで走る滋賀銀行の取り組みの原動力

は何だろうかと、リポートを何度か読み直して、一つの思いに辿り着いた。 

　40年以上前の「行是」の精神を原点に据えたCSR憲章。そこでは地域社会と役職員と地球環境との「3つの共

存共栄」をうたっている。近江商人の「三方よし」の現代版だが、実は共存共栄は、３つの並存と読むよりも、地域社

会（ローカル）と地球環境（グローバル）を、滋賀銀行の役職員がつなぎ合わせるぞ、との決意という風に読める。 

　「何でも第一号」と世間におもねるためのエコ・ファーストや、ブームだからの環境金融商品では、持続可能性は

乏しい。必要なところにお金を供給する銀行ビジネスの真髄を肌身に受け止めた同行の役職員が、それぞれの立

場で「金融を環境に活かそう」と知恵を絞ってきたからこそ、成果を伴ってきたのだろう。 

　今、市場から求められているのは、環境のリスクと機会を、社会と企業の利益につなげる金融の工夫だ。カーボ

ンオフセット定期預金「未来の種」と環境配慮型融資「未来の芽」の連動は、これまで別々だった環境配慮の調

達と融資をつなぐ日本の金融で初の試みである。環境配慮の金融行動が、収益の適正な拡大につながることを、

是非、実証してもらいたい。 
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上智大学地球環境学研究科教授 

藤井良広 

藤井良広（Yoshihiro Fujii） 
上智大学大学院地球環境学研究科教授。大阪市立大学経済学部卒業。日本経済新聞社入社、ロンドン
駐在、経済部編集委員等を歴任、記者時代は主に金融問題を担当。2006年に大学に転身、金融機能を応
用して多様な環境問題の解決を目指す「環境金融論」のほか、CSR経営論、金融NPO論、中央銀行論等
を専門にしている。主な著書に『金融で解く地球環境問題』（岩波書店）、『金融ＮＰＯ』（同）、『縛られた金
融政策』（日本経済新聞社）、『金融再生の誤算』（同）など多数。日本金融学会、環境経済・政策学会、日
本ＥＵ学会、環境科学会に所属。ＪＡバンクアグリサポート基金理事、国際情勢研究会理事、日本経済研究
センター客員研究員などを兼務。 

　今回で8回目を迎えるＣＳＲリポートの制作にあたり、大切にしたことは“しがぎん”らしさです。決して背伸びせず、地方銀行と
して地域の皆さまに楽しみながら読んでいただける冊子をめざしました。日頃どのような思いで企業活動を行っているのか、少し
でも感じ取っていただければとの思いからです。 
　私たちは、近江商人の経営哲学「三方よし」に「地球環境よし」を加えた「四方よし」の精神で活動の輪を広げてまいりまし
た。表紙のキャッチフレーズにもありますが、「未来をみつめて」常に一歩、二歩先の未来を見据えて、地域の皆さまとともにこ
れからを歩んでいきたい、そのような思いで今後もＣＳＲ活動を展開してまいります。 
　皆さまのご意見をお待ちしております。 

総合企画部ＣＳＲ室 
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